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公立小中学校施設のＣＯ２排出量推計 

「学校施設の脱炭素化に関するワーキンググループ」において、公立小中学校施

設に起因する CO2排出量について、将来動向を把握するため、将来シナリオを設定

した上で 2050 年までのマクロ推計を行った。 

なお、今後の社会情勢の変化、教育制度の改正等によって推計値は変動する可能

性がある。 

（１）マクロ推計の取組

マクロ推計は以下の枠組みで行った。

表 1 マクロ推計の枠組み 

設定項目 設定内容 

将来シナリオの設定 少子化 

ストック床面積の予想
現在のストック床面積をもとに、将来人口、１校当たりの

児童生徒数、学校数、１校当たりの保有面積等を考慮 

床面積当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 地域区分別一次エネルギー消費量を使用 

（２）CO2排出量のマクロ推計

上記枠組のもと、今後の環境対策について、表 2の 2つのケースを設定し、CO2排

出量マクロ推計を行った。 

表 2 2 つのケースの環境対策の設定概要 

ケース 環境対策の設定概要 

① 標準対策 
建物 

 新築建物の ZEB 化、既存建物の省エネルギー改修

 学校施設に求められる省エネ水準1で推移

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備 太陽光発電の導入(18.9kw/校) 

電力の脱炭素化 
2030 年：0.25kg kg・CO2/kWh2 

2050 年：0.25kg kg・CO2/kWh 

② 努力対策 

建物 

 新築建物の ZEB 化、既存建物の省エネルギー改修

 2050 年にストック平均で ZEB 基準の水準省エ

ネ性能の確保に必要な整備量

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備 太陽光発電設備の積極的導入(100kw/校) 

電力の脱炭素化 
2030 年：0.25kg kg・CO2/kWh 

2050 年：0.12kg kg・CO2/kWh3 

1 2030 年までは新築・改築は BEI0.6、改修は BEI0.8、2031～2050 年については新築・改築 BEI0.5、改修は

BEI0.6 で設定。整備量は平成 28 年度～令和 2年度の 5 年間における公立学校施設の整備量の年平均 
2 地球温暖化対策計画（令和 2年 10  月 22 日閣議決定）別表１において、「2030 年度の全電源平均電力排出係数 

は、：0.25kg・CO2/kWh」とされている。 
3 一般社団法人エネルギー総合工学研究所「超長期エネルギー技術ロードマップ報告書（超長期エネルギー技術

ビジョン 2100）」において、「2050 年度の全電源平均電力排出係数は、：0.12kg・CO2/kWh」とされている。 
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（３）CO2排出量の将来推計の結果

推計の結果からは、標準対策ケースの場合、2013 年比で約 7 割の削減となる可

能性が示された。さらに、努力対策ケースの場合、9 割以上の CO2排出量削減の可

能性が示された。 

①標準対策における CO2排出量推計

②努力対策における CO2排出量推計

図 1 公立小中学校施設の CO2排出量推計 

（出所）本協力者会議「学校施設の脱炭素化に関するワーキンググループ」の川久保委員作成 
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参考資料５

学校施設の脱炭素化に活用できる国庫補助事業等一覧
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参考資料６

学校施設のＺＥＢ化の参考となる資料等
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ＺＥＢ関係情報

１．事例集

ＺＥＢ Ｄｅｓｉｇｎ

公⽴⼩中学校、国⽴⼤学、私⽴⼤学、その他
公共施設やオフィス等のＺＥＢの事例集
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/shuppan/mext_00003.html

⽂部科学省⼤⾂官房⽂教施設企画・防災部

２．設計関係

ＺＥＢ設計ガイドライン（ZEB Ready 学校編）

学校のモデルケースとして、ＺＥＢＲｅａｄｙを実現
するための設計（建築・設備）仕様、及び、エネルギー
消費性能計算プログラムにおける計算例について紹介
https://sii.or.jp/zeb/zeb_guideline.html

ＺＥＢロードマップフォローアップ委員会編著

３．関係サイト

文部科学省
学校施設整備・活用のための共創プラットフォーム
CO-SHA Platform
https://www.mext.go.jp/co‐sha/

環境省
ＺＥＢ ＰＯＲＴＡＬ（ゼブ・ポータル）

https://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html

経済産業省資源エネルギー庁
省エネポータルサイト

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/index02.html
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参考資料７

・報告書概要

・検討経緯

・学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議設置要綱等
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検討経緯 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第１回） （令和４年７月１４日） 

・学校施設の脱炭素化に関するワーキンググループの設置について 等

■学校施設の脱炭素化に関するＷＧ（第１回） （令和４年７月２８日）

・学校施設の脱炭素化の現状と課題、主な検討事項及び論点について

・学校施設の脱炭素化の考え方、モデル建物によるシミュレーションについて

・学校施設のＣＯ２排出量推計を行うための与条件の設定について

■学校施設の脱炭素化に関するＷＧ（第２回） （令和４年８月２３日）

・学校施設の脱炭素化の手法（建物仕様）について

・学校施設のＣＯ２排出量推計を行うための与条件について

・学校施設の脱炭素化の実現に必要な整備量の概算について

・先進的取組を行う学校設置者へのヒアリングと学校施設の視察先について

■学校施設の脱炭素化に関するＷＧ（第３回） （令和４年１０月１４日）

・学校施設のＣＯ２排出量推計の検討状況について

・ワーキンググループ報告書構成（骨子案）について

・委員からのプレゼンテーション（学校のＺＥＢ化に向けた検討事例の紹介）

□現地視察（令和４年１０月）

・先進的な脱炭素化整備を実施した小中学校計４校を視察

（Nealy ZEB１校、ZEB Ready１校、スーパーエコスクール２校）

■学校施設の脱炭素化に関するＷＧ（第４回） （令和４年１１月２１日）

・学校施設のＣＯ２排出量推計の検討について

・ワーキンググループ報告書（素案）について

・委員からのプレゼンテーション（学校づくりでＣＮを目指すために）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第２回） （令和５年１月１６日） 

・学校施設の脱炭素化に関するワーキンググループの審議状況の報告について 等

■学校施設の脱炭素化に関するＷＧ（第５回） （令和５年１月２３日）

・ワーキンググループ報告書（素案）について

・学校施設のＣＯ２排出量推計の検討について

■学校施設の脱炭素化に関するＷＧ（第６回） （令和５年２月２８日）

・ワーキンググループ報告書（案）について

・学校施設のＣＯ２排出量推計について

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第３回） 令和５年３月１４日） 

・学校施設の脱炭素化に関するワーキンググループの報告書について 等
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議設置要綱 

令 和 ４ 年 ６ 月 ３ ０ 日 

大 臣 官 房 長 決 定 

１ 趣旨 

 安全・安心で質の高い学校施設の整備を推進するため、教育政策の動向等を踏ま

えた今後の学校施設の在り方及び推進方策に関する調査研究を行う。 

２ 調査研究事項 

（１）今後の学校施設の在り方及び推進方策について

（２）その他

３ 実施方法 

（１）別紙の学識経験者等の協力を得て、２に掲げる事項について調査研究を行う。

（２）本協力者会議に主査及び副主査を置き、事務局が委嘱する。

（３）本協力者会議の下に、部会を置くことができる。

（４）必要に応じ、（１）の学識経験者等以外の関係者にも協力を求めることができる。 

４ 実施期間 

令和４年６月３０日から令和６年３月３１日 

５ その他 

（１）本協力者会議に関する庶務は、大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課において

処理する。 

（２）その他本協力者会議の運営に関する事項は、必要に応じ別途定める。
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（別紙）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議委員 

荒瀬 克己

伊香賀 俊治

市川  裕二

伊藤  俊介

工藤  誠一

倉斗  綾子

後藤 豊郎

斎尾  直子

高橋  純

長澤  悟

中埜  良昭

樋口  直宏

細田 眞由美 

吉田  純二

吉田  信解

独立行政法人教職員支援機構理事長

慶應義塾大学理工学部教授

東京都立あきる野学園校長

東京電機大学システムデザイン工学部教授

日本私立中学高等学校連合会副会長

学校法人聖マリア学園理事長

千葉工業大学創造工学部デザイン科学科准教授

公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会副会長

東京工業大学環境・社会理工学院建築学系教授

東京学芸大学教育学部教授

東洋大学名誉教授

東京大学生産技術研究所教授

筑波大学人間系教授

さいたま市教育委員会教育長

川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室担当課長

埼玉県本庄市市長

（以上１５名、五十音順、敬称略） 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議特別協力者 

植田 みどり 国立教育政策研究所教育政策・評価研究部総括研究官

齋藤  福栄 国立教育政策研究所文教施設研究センター長

（以上２名、五十音順、敬称略）
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 

学校施設の脱炭素化に関するワーキングループの設置について 

 

 

令和４年７月１４日 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議決定  

 

学校施設の脱炭素化について、具体的・専門的な検討を行うため、「学校

施設の在り方に関する調査研究協力者会議」（以下「協力者会議」という。）

に以下のとおり、学校施設の脱炭素化に関するワーキングループ（以下「Ｗ

Ｇ」という。）を設置する。 

 

１．検討事項 

（１）学校施設の脱炭素化の手法について 

（２）学校施設のＣＯ２排出量の推計について 

（３）学校施設の脱炭素化の推進方策について 

（４）その他 

 

２．実施方法 

ＷＧは、別紙の学識経験者等により構成する。なお、必要に応じ、他の

学識経験者等にも協力を求めることができる。 

 

３．実施期間 

令和４年７月１４日から令和５年３月３１日までとする。 

 

４．協力者会議への報告 

ＷＧは、検討状況を適宜、協力者会議へ報告するものとする。 

 

５．その他 

ＷＧに関する庶務は、大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課において

処理する。 
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（ 別 紙 ） 

 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 

学校施設の脱炭素化に関するワーキングループ委員 

 

氏 名 職 名 

伊香賀 俊治 慶應義塾大学理工学部教授 

川久保 俊 法政大学デザイン工学部教授 

小泉 治 株式会社日本設計プロジェクト管理部フェロー 

林  立也 千葉大学大学院准教授 

吉田 純二 川崎市教育委員会事務局教育環境整備推進室担当課長 

（以上５名、五十音順、敬称略） 

 

 

学校施設の脱炭素化に関するワーキングループ特別協力者 

 

氏 名 職 名 

藤井 淳志 国立教育政策研究所文教施設研究センター総括研究官 

（以上１名、敬称略） 
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